９月１４日（月）
国土交通省　大臣官房　技術調査課　田村央課長らを
講師にインフラ政策の最新動向、担い手確保等の取組、
フィジカルＡＩに関する動向についてセミナーを開催
<日本行政書士会連合会　ワイズ公共データシステム>


　日本行政書士会連合会（本部：東京港区）と、経営状況分析機関のワイズ公共データシステム株式会社（本社：長野市）は、９月１４日（月）に国土交通省　大臣官房　技術調査課より講師を迎えセミナーを開催する。本セミナーは、昨年に続く開催となり、前回は２，０００名近くの建設業者・自治体担当者・行政書士が参加するなど、高い注目を集めた。

建設業は、担い手の確保や生産性向上に加え、地域建設業の維持や品質確保など、持続可能な建設業の実現に向けた取組が急務となっている。令和７年には建設業法、品確法を含む「第三次・担い手３法」が完全施行され、「労務費の基準」の導入による適切な賃金設定が求められる等、建設業経営に大きく影響を及ぼした。さらにＤＸ・ＡＩを活用したインフラ施策や現場のオートメーション化、フィジカルＡＩ等の新技術といった環境変化もあり、建設業経営者が把握すべき重要課題が山積している。

今回は国土交通省より大臣官房　技術調査課　田村央課長、早川潤建設システム管理企画室長、参事官（イノベーション担当）グループ　増竜郎施工企画室長を講師に迎え、建設業界の最新動向や課題への理解を深め、今後の建設業経営や行政書士業務に活かしていただくことを目的とする。
申込は９月１１日（金）１２時まで。

「建設業セミナー２０２６　秋」開催内容
日時　令和８年９月１４日（月）１３時３０分開始（１７時終了）
第一部「インフラ政策の最新動向、今後の展開」
講師　国土交通省　大臣官房　技術調査課　課長　田村　央　様
第二部「品確法等の改正を踏まえた担い手の確保等の取組」
講師　国土交通省　大臣官房　技術調査課　建設システム管理企画室長　早川　潤　様
第三部「現場オートメーション化に向けたｉ‐Ｃｏｎｓｔｒｕｃｔｉｏｎ２．０とフィジカルＡＩの取組」
講師　国土交通省　大臣官房　参事官（イノベーション担当）グループ 
施工企画室長　増　竜郎　様
受講料　無料（受講証明書希望の場合のみ手数料が必要）
全国土木施工管理技士会連合会 ＣＰＤＳ４単位コース
受講形式　オンライン又は会場（東京）が選択可能（定員有）


詳細・お申し込み方法は日本行政書士会連合会ホームページ（https://www.gyosei.or.jp/）及び、ワイズ公共データシステム（株）ホームページ（https://www.wise-pds.jp/）で公開。
